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2015 年農林業センサス結果概要 

 

１ 農林業経営体 

農林業経営体（平成 27 年２月１日現在）は 2,202 経営体で、 ５年前に比べて 535 経営体

（19.5％）減少した。 

このうち、農業経営は 2,139 経営体、林業経営体は 181 経営体となり、５年前と比べてそれ

ぞれ 477 経営体（18.2％）、125 経営体（40.8％）減少した。 

 

■図１ 農林業経営体数 

 

 

■表１ 農林業経営体数 

 

※農業経営体と林業経営体の合計は重複する経営体もあるため一致しない。 
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２ 農業経営体 

（１） 農業経営体数 

農業経営体のうち、家族経営体数は 2,066 経営体で、５年前に比べ 479 経営体（18.8％）減

少した一方、組織経営体数は 73 経営体で２経営体（2.8％）増加した。 

 

■表２ 農業経営体数 

 

 

農業経営体のうち法人経営数は 32 経営体で、５年前に比べて９経営体（39.1％）増加した。

組織経営体の法人経営数は 31 経営体で、５年前に比べて８経営体（34.8％）増加した。この結

果、組織経営体に占める法人経営の割合は 42.5％となった。 

また、法人経営の内訳をみると、農事組合法人数は 15 経営体、会社法人数は 13 経営体とな

り、５年前と比べそれぞれ８経営体（114.3％）、２経営体（18.2％）増加した。 

 

■図２ 法人化している農業経営体数 

 

注：四捨五入のため、計の内訳の積み上げが一致しない場合がある（以下、同じ）。 
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平成27年 2,139 32 2,066 1 73 31 △ 18.2 39.1 △ 18.8 - 2.8 34.8
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（２） 経営耕地面積規模別にみた農業経営体数の状況 

経営耕地面積規模別に農業経営体数をみると、3ha 以上の層が 80 経営体となり、５年前と比

べて６経営体（8.1％）増加した。 

 

■図３ 経営耕地面積規模別農業経営体数の増減率 

 

注：0.3ha 未満には経営耕地面積なしを含む。 

 

■表３ 経営耕地面積規模別農業経営体数 

（単位：経営体） 

 

注：0.3ha 未満には経営耕地面積なしを含む。 
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（３） 経営耕地面積の集積割合 

農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると、総面積 2,176ha のう

ち３ha 以上の農業経営体が 649ha で 29.8％を占め、５年前に比べて 129ha（7.8 ポイント）増

加している。 

 

■図４ 経営耕地規模別の経営耕地面積集積割合 
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（４） 農業経営体当たりの経営体耕地面積の状況 

農業経営体の１経営体あたりの平均経営耕地面積は 1.0ha で５年前に比べて 0.1ha

（11.1％）増加した。 

また、経営耕地面積に占める借入耕地面積は、1,089ha で 50.0％を占めた。５年前に比べて

経営耕地面積に占める借入耕地面積は 65ha（6.7 ポイント）増加した。 

 

■図５ 経営体当たりの経営耕地面積 

 

注： （）内の数値は経営耕地面積に占める借入耕地面積の割合である。 
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（５） 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の状況 

農産物販売金額規模別に農業経営体数をみると、1,000 万円以上の経営体が 26 経営体とな

り、５年前と比べて７経営体増加した。 

 

■図６ 農産物販売規模別農業経営体数の増減率 

 

（６） 農産物売上金額 1 位の出荷先別にみた農業経営体数の状況 

農産物売上金 1 位の出荷先別に農業経営体数の構成割合をみると、販売金額のある農業経営

体総数 1,741 経営体のうち農協が 1,157 経営体で 66.5％となり、ついで消費者に直に販売が

249 経営体で 14.3％となり、その他が 118 経営体で 6.8％となっている。 

 

■図７ 農産物売上金額１位の出荷先別農業経営体数の構成割合 
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（７） 農業経営組織別にみた農業経営体数の状況 

農業経営組織別に農業経営体数の構成割合をみると、単一経営が 80.5％となり、５年前の

76.4％に比べて 4.1 ポイント増加した。 

また、５年前に比べて稲作単一経営は 4.2 ポイントの増加、露地野菜は 0.5 ポイントの減

少、その他は 0.5 ポイントの増加となった。 

 

■図８ 農業経営組織別農業経営体数の構成割合 

 

注：単一経営とは、農産物販売金額のうち、主位部内の農産物販売収入が全体の８割以上の経

営をいう。 
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３ 農家 

（１） 農家数 

農家数は 3,915 戸で、５年前に比べて 795 戸（16.9％）減少した。 

このうち、販売農家は 2,062 戸、自給的農家数は 1,853 戸となり、５年前に比べてそれぞれ

18.9％、14.6％減少した。 

 

■図９ 農家数の推移 
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（２） 主副業別農家（販売農家） 

販売農家を主副業別にみると、主業農家は 102 戸で５年前の 177 戸に比べて 75 戸（42.4％）

の減少、準主業農家は 334 戸で 164 戸（32.9％）の減少、副業的農家は 1,626 戸で 240 戸

（12.9％）の減少となった。 

この結果、販売農家に占める割合は、主業農家が 4.9％、準主業農家が 16.2％、副業的農家

が 78.9％となった。 

 

■図 10 主副業別農家数の構成主副業別農家数の構成 
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（３）専兼業別農家（販売農家） 

販売農家を専兼業別にみると、専業農家は 682 戸で５年前の 708 戸に比べると 26 戸

（3.7％）の減少、第１種兼業農家は 121 戸で 74 戸（37.9％）の減少、第２種兼業農家は

1,259 戸で 379 戸（23.1％）の減少となった。 

この結果、販売農家数に占める割合は、専業農家が 33.1％、第１種兼業農家が 5.9％、第２

種兼業農家が 61.1％となった。 

 

■図 11 専兼業別販売農家の構成割合 

 

 

（４） 経営方針の決定に関わっている者の状況別農家数（販売農家） 

販売農家における女性が経営方針に関わっている者の割合は、40.3％であり、そのうち

17.0％が経営者である。 

また、販売農家における経営者に男性が占める割合は、93.2％で、女性は 6.8％である。 

 

■図 12 経営方針の決定に関わっている女性の割合 
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（５） 農業就業人口（販売農家） 

販売農家の農業就業人口は 2,557 人で 635 人（19.9％）減少した。農業就業人口の平均年齢

は 73.1 歳となり、65 歳以上が占める割合は 85.7％となった。 

 

■図 13 年齢別農業就業人口の構成 

 

 

年齢階層別に農業就業人口の推移をみると、５年前と比べて 75～79 歳の層で 241 人

（33.8％）、80～84 歳の層で 130 人（23.3％）減少した。一方、85 歳以上の層で 75 人

（33.9％）、40～44 歳の層で９人（60.0％）増加した。 

 

■図 14 年齢別農業就業人口推移 
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（６） 基幹的農業従事者（販売農家） 

販売農家の基幹的農業従事者は 1,911 人で５年前に比べて 933 人（32.8％）減少した。 

また、基幹的農業従事者数の平均年齢は 73.4 歳となり、65 歳以上が占める割合は 87.4％とな

った。 

 

■図 15 年齢別基幹的農業従事者の構成 

 

 

■図 16 年齢別基幹的農業従事者数の推移 
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４ 林業経営体 

（１） 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合 

保有山林面積規模別に林業経営体の構成割合をみると、10ha 未満が 105 経営体（58.0％）、

次いで 10～～20ha が 30 経営体（16.6％）、30～50haが 19 経営体（10.5％）となった。 

この結果、５年前に比べて 20ha 以上の各層で構成割合が高くなっている。 

 

■図 17 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合 

 

 

（２） 林業経営体当たりの保有山林面積の状況 

保有山林のある林業経営体の１経営体当たりの平均保有山林面積は 53.7ha で、５年前に比べ

て 19.4ha（56.6％）増加した。 

 

■図 18 林業経営体当たりの平均保有山林面積 
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